




























ちなみに, 同方法で算出した 2010年 (平成 22












世帯は, 一般的に ｢2人以上世帯｣ と ｢単独世
帯｣ の 2つに類型される｡
2 人以上世帯数は, 2030 年には沖縄県を除く
46都道府県において減少する｡ その結果, 全国
では 2010年比で約 12％, 約 400万世帯減少して
2030 年には約 3,057 万世帯になる｡ 都道府県別
にみると, 最も減少率が大きいのは秋田県で▲23
％弱, また, 2000年以降, 一貫して世帯数が増
加してきた東京都も 2020年代末からは減少に転
じる｡
一方, 単独世帯数は, この間, 47全都道府県







藤 澤 研 二
増加し, 2030年には約 1,824万世帯になる｡ 都道
府県別では, 沖縄県 (39.6％), 滋賀県 (31.9％),





で, 将来 (2030年) の世帯数を世帯主年齢ごと
に集計した｡ 世帯主年齢の区分は, 世帯数将来推



















ここでいう ｢食料品支出額｣ は, 生鮮食品, 加
工食品, 調理済み食品などの商品購入額であり,
家計調査の ｢食料｣ 支出から ｢外食｣ 支出を除い
たものである｡
図表 2は, 2000年以降の家計の食料品支出額
を, 世帯主年齢別に見たものである｡ 過去 10年
間の食料品支出額は総じて減少傾向にある｡ これ









(▲15.9％) と減少率が小さい 70 歳以上の世帯
(▲3.7％) では減少幅に 10％以上の差がある｡ 同
人口およびその構成の変化が小売市場に与える影響と企業行動312
図表 1 将来世帯数 (全国, 世帯類型別, 世帯主年齢別)
(単位：1,000世帯, ％)
世帯類型 世帯主年齢 2010年 2020年 2030年 増加率 (2030/2010)
2人以上世帯
～29歳 1,294 1,085 999 －22.8
30～39歳 5,112 3,879 3,409 －33.3
40～49歳 6,201 6,212 4,803 －22.5
50～59歳 6,701 6,392 6,496 －3.1
60～69歳 7,803 5,991 5,662 －27.4
70歳～ 7,470 9,548 9,196 23.1
小 計 34,580 33,106 30,565 －11.6
単 独 世 帯
～34歳 4,701 3,890 3,402 －27.6
35～59歳 5,093 5,967 5,914 16.1
60歳～ 5,913 7,478 8,921 50.9
小 計 15,707 17,334 18,237 16.1
合 計 50,287 50,440 48,802 －3.0
四捨五入のため合計は必ずしも一致しない (社会保障・人口問題研究所)
様に単独世帯でも, 減少率の最も大きい 35歳未











(▲21.8％) では約 35％, 金額にして月 21,000円
強もの差がある｡ 同様に単独世帯でも全国平均に
比べて最も多い島根県 (＋27.5％) と最も少ない
















図表 2 食料品支出額の推移 (全国, 世帯類型別,
世帯主年齢別)
(2000年＝100とした時の指数値)
世帯類型 世帯主年齢 2000年 2005年 2010年
2人以上
世帯
～29歳 100 97.3 89.7
30～39歳 100 91.1 89.3
40～49歳 100 88.3 84.1
50～59歳 100 92.8 87.3
60～69歳 100 92.6 93.9
70歳～ 100 96.2 96.3
合 計 100 92.7 90.0
単独世帯
～34歳 100 93.2 85.0
35～59歳 100 94.8 95.3
60歳～ 100 95.6 97.7
合 計 100 93.1 97.2
(総務省 ｢家計調査｣)
図表 3 食料品支出額の多い都道府県, 少ない都道府県 (世帯類型別)
(単位：円／月, ％)
区 分
2 人以上世帯 単 独 世 帯
都道府県名 食料品支出額 全国比 都道府県名 食料品支出額 全国比
食料品支出額が
多い都道府県
福 井 県 68,306 112.9 島 根 県 31,728 127.5
新 潟 県 66,865 110.6 広 島 県 28,878 116.0
滋 賀 県 66,601 110.1 滋 賀 県 28,076 112.8
富 山 県 65,717 108.7 秋 田 県 27,373 110.0
山 形 県 65,552 108.4 兵 庫 県 27,369 110.0
全 国 平 均 60,481 100.0 24,888 100.0
食料品支出額が
少ない都道府県
鹿児島県 54,068 89.4 宮 崎 県 22,459 90.2
熊 本 県 53,161 87.9 岐 阜 県 22,115 88.9
宮 崎 県 52,885 87.4 青 森 県 21,939 88.2
長 崎 県 52,763 87.2 沖 縄 県 20,803 83.6



















本稿では過去の支出動向を勘案し, 図表 4の 3ケー
































減少率の差は大きく, 沖縄県 (▲0.5％), 東京都
(▲2.0％) のように若干の減少で止まるところも













































では ｢店舗支持人口｣ と ｢店舗売場効率｣ の 2つ
を用いる｡
まず, ｢売場支持人口｣ は飽和度を見る指標で,
｢人口｣ を ｢売場面積｣ で除して算出する｡ つま












で対象とする SM以外にも, 百貨店, 総合スー

















しかし, 図をみると東京都, 沖縄県, 鳥取県,
高知県などのように傾向線の上側に乖離する都道
府県 (売場支持人口に比して店舗売場効率が相対































































(経済産業省 ｢商業統計｣ 2007年, 単位：％)














東 京 9.10 高 125.6 高 22.9 28.4 9.6 13.3 20.4
神 奈 川 8.56 高 113.8 高 30.4 14.2 14.9 13.9 20.6
沖 縄 7.53 高 115.1 高 48.6 7.1 4.5 13.9 23.3
高 知 4.84 低 85.7 中 48.2 ― 9.7 9.9 26.5
熊 本 8.54 高 74.5 低 29.2 ― 15.1 17.7 33.6
大 分 7.03 高 67.3 低 24.2 16.1 12.2 9.1 35.3
福 岡 6.87 高 72.9 低 24.7 16.3 11.8 12.9 30.1
滋 賀 5.19 低 66.6 低 33.5 ― 25.4 13.5 21.9
 進む淘汰と業界再編










これらの結果, 図表 6で見たように, 2004年
















図表 10 主要 SM (売上高上位 40社) の成長性と収益性
(有価証券報告書)
図表 11 最近の SMに関連する買収・提携の事例
(各社ホームページ, 新聞情報)
年度 買収・提携の内容
2007 ・㈱バロー (岐阜) による㈱サンフレンド (静
岡) の買収










(香川), 山陽マルナカ (岡山)) の買収
・セブン＆アイ HD による㈱近商ストア (大
阪) の買収


































齢 60歳以上) の構成比は, 2010年の約 47％から
2030年には約 55％まで増大する｡ また, 2030年
には滋賀県 (49.9％) を除くすべての都道府県で
同構成比が 50％を超え, 最も高い秋田県 (64.2％)
をはじめ 6都道府県で構成比が 60％を超える(13)｡
シニア層は, 一般的に ｢食｣ に関しては手作り
志向が強い｡ 図表 12は, 世帯主年齢別にコメ,
野菜, 魚介類の世帯員 1人当たりの年間購入量を
示したものである｡ これらは, 購入後, 家庭で調
理して食する食品であるが, 30歳未満と 70歳以
上の購入数量を比較すると野菜で 2.3倍, コメで








また, シニア層の ｢食｣ スタイルは ｢美味しい















と, シニア層の ｢食｣ スタイルに合わせた工夫も進
んでいる｡ 例えば, シニア層に人気がある東京都


































































2人以上世帯数 (1,000世帯) 増加率 (％) 単独世帯数 (1,000世帯) 増加率 (％)
2010年 2020年 2030年 (10→30) 2010年 2020年 2030年 (10→30)
全 国 34,580 33,106 30,565 －11.6 15,707 17,334 18 237 16.1
北 海 道 1,560 1,429 1,263 －19.0 813 852 851 4.6
青 森 県 369 336 296 －19.9 140 153 156 11.4
岩 手 県 350 324 290 －17.2 131 142 146 10.8
宮 城 県 608 585 542 －10.9 264 281 292 10.6
秋 田 県 292 261 225 －22.7 96 105 107 10.6
山 形 県 297 280 255 －14.3 94 105 113 20.3
福 島 県 526 496 452 －14.1 190 212 225 18.3
茨 城 県 787 750 687 －12.7 266 306 329 23.9
栃 木 県 536 521 489 －8.8 192 221 241 25.3
群 馬 県 546 515 471 －13.8 190 219 236 24.3
埼 玉 県 1,994 1,935 1,789 －10.3 745 875 950 27.5
千 葉 県 1,705 1,656 1,534 －10.0 687 787 849 23.6
東 京 都 3,463 3,549 3,440 －0.6 2,607 2,758 2,874 10.2
神奈川県 2,518 2,506 2,383 －5.3 1,200 1,348 1,448 20.7
新 潟 県 616 578 523 －15.0 208 233 247 19.0
富 山 県 287 271 248 －13.7 90 103 111 23.7
石 川 県 302 286 263 －13.1 125 137 142 13.7
福 井 県 207 198 183 －11.3 66 77 83 25.0
山 梨 県 235 223 205 －12.9 90 101 106 18.0
長 野 県 580 540 491 －15.4 204 229 244 19.1
岐 阜 県 551 521 480 －12.8 172 201 220 28.3
静 岡 県 1,014 972 901 －11.2 370 424 458 24.0
愛 知 県 1,977 1,966 1,895 －4.2 864 989 1,076 24.6
三 重 県 506 480 443 －12.3 181 208 224 24.1
滋 賀 県 366 364 354 －3.4 131 154 173 31.9
京 都 府 708 672 614 －13.3 368 390 398 8.2
大 阪 府 2,410 2,248 2,016 －16.3 1,247 1,376 1,414 13.4
兵 庫 県 1,545 1,454 1,322 －14.4 630 717 765 21.5
奈 良 県 385 352 310 －19.7 118 138 147 24.9
和歌山県 279 246 211 －24.2 99 110 112 12.8
鳥 取 県 154 146 135 －12.4 58 63 67 16.4
島 根 県 188 173 154 －18.0 71 75 76 7.5
岡 山 県 518 490 453 －12.6 218 240 253 16.2
広 島 県 782 733 665 －15.0 358 388 399 11.3
山 口 県 406 362 314 －22.6 175 185 184 4.6
徳 島 県 212 195 174 －17.8 86 92 95 9.9
香 川 県 273 251 224 －17.7 104 114 120 15.1
愛 媛 県 401 364 321 －19.8 178 189 191 7.6
高 知 県 213 192 169 －20.8 108 112 111 2.6
福 岡 県 1,349 1,292 1,197 －11.2 672 721 746 11.0
佐 賀 県 218 206 190 －12.8 73 84 91 24.5
長 崎 県 389 353 312 －19.7 161 174 176 9.4
熊 本 県 480 449 409 －14.7 192 210 220 14.7
大 分 県 324 298 269 －17.1 142 151 154 8.7
宮 崎 県 315 286 254 －19.3 135 146 149 10.6
鹿児島県 476 428 378 －20.5 242 251 250 3.3




別表 31 二人以上世帯 (全国) (単位：円／年)
世帯主年齢 2000年 2005年 2010年 ケース 2020年 2030年

























別表 32 単独世帯 (単位：円／年)
世帯主年齢 2000年 2005年 2010年 ケース 2020年 2030年



























福 井 県 112.9 3.34 7,346 313,012 80,101 9,493 11,795
新 潟 県 110.6 3.43 6,607 318,178 78,617 8,116 11,752
滋 賀 県 110.1 3.26 6,921 323,344 78,557 8,588 11,956
富 山 県 108.7 3.31 7,252 344,212 78,767 9,036 13,050
山 形 県 108.4 3.67 6,664 297,262 75,307 8,196 9,755
全 国 100.0 3.10 6,482 300,936 73,390 7,877 12,909
鹿児島県 89.4 2.96 5,158 263,159 63,957 6,262 9,889
熊 本 県 87.9 3.23 5,536 258,948 62,729 7,060 9,568
宮 崎 県 87.4 2.90 5,588 262.094 63,186 7,107 10,301
長 崎 県 87.2 3.09 5,492 256,032 62,678 6,463 9,915





人口増減 (2010年比) 1世帯食料品支出月額 (全国比) 食料品支出額 (億円)
2020年 2030年
2人以上世帯 単独世帯 増減率 (％)
2004年 2009年 平 均 2009年 2010年 2020年 2030年 (2010→2030)
全 国 －3.6 －9.4 100.0 100.0 100.0 100.0 301,125 287,159 266,291 －11.6
北 海 道 －6.3 －15.1 90.0 90.7 90.4 95.4 12,708 11,660 10,389 －18.2
青 森 県 －8.7 －18.9 96.7 94.3 95.5 88.2 2,944 2,699 2,373 －19.4
岩 手 県 －8.0 －17.6 101.2 95.9 98.6 95.3 2,860 2,691 2,386 －16.6
宮 城 県 －4.4 －11.1 101.1 102.5 101.8 98.3 5,305 5,012 4,622 －12.9
秋 田 県 －10.9 －22.6 107.2 107.2 107.2 110.0 2,645 2,368 2,049 －22.5
山 形 県 －8.0 －16.9 109.0 108.4 108.7 96.3 2,646 2,466 2,264 －14.4
福 島 県 －6.7 －14.8 99.9 102.5 101.2 101.6 4,546 4,212 3,831 －15.7
茨 城 県 －4.9 －12.2 101.3 99.1 100.2 99.8 6,506 6,225 5,702 －12.4
栃 木 県 －3.6 －9.5 102.2 104.3 103.3 91.0 4,598 4,389 4,093 －11.0
群 馬 県 －4.6 －11.2 97.9 94.4 96.2 101.5 4,354 4,172 3,833 －12.0
埼 玉 県 －2.2 －7.8 102.3 101.6 102.0 105.0 17,126 16,711 15,553 －9.2
千 葉 県 －1.6 －6.6 104.6 103.0 103.8 102.6 14,913 14,557 13,547 －9.2
東 京 都 1.5 0.0 107.5 106.9 107.2 101.5 34,889 35,319 34,200 －2.0
神奈川県 0.3 －2.5 104.3 106.6 105.5 103.8 23,161 22,753 21,679 －6.4
新 潟 県 －7.3 －16.1 109.0 110.6 109.8 102.1 5,656 5,227 4,714 －16.7
富 山 県 －6.5 －14.8 104.4 108.7 106.6 95.7 2,548 2,343 2,153 －15.5
石 川 県 －5.4 －12.6 102.0 107.2 104.6 97.2 2,727 2,505 2,285 －16.2
福 井 県 －5.5 －12.4 110.2 112.9 111.6 94.0 1,895 1,774 1,628 －14.1
山 梨 県 －4.9 －11.5 97.2 98.6 97.9 98.8 1,965 1,843 1,693 －13.8
長 野 県 －6.2 －13.8 97.5 99.2 98.4 96.9 4,814 4,439 4,028 －16.3
岐 阜 県 －4.8 －11.6 94.7 95.6 95.2 88.9 4,303 4,027 3,696 －14.1
静 岡 県 －3.9 －10.3 101.5 101.7 101.6 104.3 8,704 8,317 7,722 －11.3
愛 知 県 －0.1 －2.9 98.3 97.0 97.7 96.4 16,326 16,232 15,589 －4.5
三 重 県 －4.0 －10.1 103.5 102.8 103.2 100.6 4,342 4,117 3,800 －12.5
滋 賀 県 0.0 －2.4 109.7 110.1 109.9 112.8 3,347 3,299 3,189 －4.7
京 都 府 －3.7 －9.8 106.7 103.5 105.1 100.4 6,447 6,141 5,627 －12.7
大 阪 府 －4.3 －11.4 100.3 98.3 99.3 109.4 21,499 19,721 18,265 －15.0
兵 庫 県 －3.8 －10.0 100.0 103.8 101.9 110.0 13,851 12,927 11,868 －14.3
奈 良 県 －6.6 －15.4 105.3 105.9 105.6 105.4 3,371 3,076 2,713 －19.5
和歌山県 －9.7 －20.2 100.1 96.3 98.2 107.7 2,319 2,102 1,825 －21.3
鳥 取 県 －5.9 －13.1 103.8 99.4 101.6 102.2 1,304 1,249 1,145 －12.2
島 根 県 －8.5 －18.0 103.7 99.8 101.8 127.5 1,671 1,558 1,389 －16.9
岡 山 県 －4.0 －10.1 97.1 96.8 97.0 104.3 4,354 4,122 3,809 －12.5
広 島 県 －4.8 －11.7 98.7 100.1 99.4 116.0 6,994 6,541 5,978 －14.5
山 口 県 －8.5 －18.4 96.1 97.0 96.6 97.1 3,427 3,036 2,640 －23.0
徳 島 県 －7.4 －16.4 95.9 93.9 94.9 78.1 1,662 1,525 1,352 －18.7
香 川 県 －6.5 －14.6 94.6 96.8 95.7 102.3 2,261 2,064 1,855 －18.0
愛 媛 県 －7.4 －16.4 93.9 92.3 93.1 104.1 3,290 3,023 2,687 －18.3
高 知 県 －8.2 －17.8 98.0 93.9 96.0 101.7 1,823 1,678 1,480 －18.8
福 岡 県 －3.0 －8.4 93.1 92.8 93.0 106.1 11,296 10,819 10,055 －11.0
佐 賀 県 －5.4 －12.5 95.6 89.5 92.6 102.2 1,872 1,621 1,493 －20.2
長 崎 県 －7.8 －17.1 90.3 87.2 88.8 94.5 2,971 2,748 2,434 －18.1
熊 本 県 －5.4 －12.4 90.1 87.9 89.0 94.1 3,649 3,448 3,139 －14.0
大 分 県 －6.0 －13.8 90.5 90.7 90.6 90.7 2,553 2,340 2,099 －17.8
宮 崎 県 －6.4 －14.6 86.4 87.4 86.9 90.2 2,395 2,179 1,938 －19.1
鹿児島県 －6.6 －14.5 86.6 89.4 88.0 94.6 3,844 3,439 3,049 －20.7




年 2006 2008 2010 2011 設定値 ・実績データ出典・設定根拠等
百貨店 24.4 26.1 28.8 29.1 29.0 ・商業動態統計調査 (経産省)
GMS 60.3 59.4 63.5 62.4 63.0 ・大手 GMS企業 8社の平均値 (有価証券報告書)
SM 89.0 90.5 88.7 88.3 88.5 ・新日本スーパーマーケット協会統計
CVS 66.5 63.7 65.0 ・商業動態統計調査 (経産省)
Drgs 17.6 19.0 20.5 22.8 22.0 ・｢ドラッグストア名鑑｣ (㈱日本ホームセンター研究所)､ 食品等
食品専門店 95.0 ・商業統計の業態定義 (90％以上) に基づく
食品中心店 70.0 ・商業統計の業態定義 (50％以上) に基づく
都道府県ごとに 2030年の食料品販売額推計値を健全な経営に必要とされる SMの売場効率 (250万円／坪・年) で除して同年の
SMの総売場面積を算出｡ そして, 同面積を都道府県ごとの SM 1店舗当たりの平均面積で除して同年の SM店舗数を試算した｡











































( 1 ) 商業統計 (経済産業省) の業態分類に従う｡ す
なわち, ｢食料品スーパー｣ とは売場面積 250
以上のセルフ販売型の店舗で, 取扱商品に占める
食料品の割合が 70％以上のものである｡
( 2 ) ｢日本の世帯数の将来推計 (都道府県別推計)｣
2008年 3月｡
( 3 ) 経済産業所 ｢商業販売統計｣ による｡
( 4 ) 別表 1 ｢世帯類型別の世帯数の将来予測｣ 参照｡
( 5 ) 団塊世代は…第一次ベビーブーム世代の 1947
年から 1949年までの 3年間に出生した世代を指
す｡ この世代の年間出生数は 250万人を超え, 3
年間の合計は約 806万人にのぼる｡ 2010年時点
で 61～63歳, 2030年時点で 81～83歳となる｡
団塊ジュニア世代…1971年から 1974年に生ま
れた世代｡ 第二次ベビーブーム世代とも呼ばれ,
この間の出生数は約 816 万人で, 2010 年には
36～39歳, 2030年には 56～59歳となる｡
( 6 ) 別表 2 ｢食料品支出の全国比が高い県, 低い県
の関連指標｣ 参照｡
( 7 ) 将来の世帯類型別・世帯主年齢別の食料品支出
額の推計結果は別表 21, 22のとおりである｡
( 8 ) 別表 3 ｢都道府県別の人口・食料品支出額の将
来予測｣ 参照｡
( 9 ) 国税庁 ｢民間給与実態調査統計｣ によると, 給
与所得者の平均給与額は 2000年の 461万円から
2010年には 412万円まで減少している｡ また,
総務省 ｢家計調査｣ によると, 家計の消費支出額
は 2000 年の 317,328 円／月から 2010 年には同
290,244円へと減少している｡





の割合が 60％を超えるのは, 青森県, 秋田県,




る ｣ 江戸川大学紀要 『情報と社会』 第 21号
(16) イオン ｢まいばすけっと｣, イトーヨーカ堂

















総合スーパー ○ ・同上 ・同上
食料品専門店 × ・食料品が 90％以上
食料品中心店 × ・食料品が 50％以上
ドラッグストア ○
